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（第2回変更）



平成　　年　　月　　日

1 都市再生整備計画事業

平成23年度　～　平成27年度　（5年間）

市街地循環道路のミッシングリンクの解消 市街地に位置する公共施設を結ぶ道路網の整備率 87.5% 100%

大町運動公園施設利用者数 大町運動公園各施設の利用者数の調査 162,000人/年 175,000人/年

公的住宅の入居率 市営住宅の整備及び雇用促進住宅購入による入居率の調査
90.3% 90.3%

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H23 H24 H25 H26 H27

1-A-1 都市再生 一般 大町市 直接 大町市都市再生整備計画事業 大町市 199.2 62.1 71.6 100 78.8 511.7

合計 511.7

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0.0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27
0

合計 0.0

番号 備考

要素となる事業名
全体事業費
（百万円）

0.0%
効果促進事業費の割合

交付対象事業

事業実施期間（年度）

一体的に実施することにより期待される効果

0 百万円 0.0

　　計画の成果目標（定量的指標）

大町市

計画の目標

当初現況値

511.7 百万円百万円 511.7 百万円
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

・道路整備を行うことにより交通ネットワークの形成　　　　・大町運動公園施設整備による利用者数の増加
・公的住宅の施設整備による入居率の維持

全体事業費

社会資本総合整備計画（市街地整備）

定量的指標の現況値及び目標値

計画の期間

　　定量的指標の定義及び算定式

市町村名

Ｃ

計画の名称

交付対象

　快適な生活基盤整備を図り、安心・安全なまちづくりの創造
　目標1　：　暮らしを支える生活道路の整備を行うことにより、歩行者の安全確保並びに交通ネットワークが形成されその効果を発揮する。
　目標2　：　スポーツ施設整備により、元気あふれる市民スポーツの振興を図る。
　目標3　：　公的住宅の施設整備による、安心して暮らせる居住環境の形成。

備考
最終目標値中間目標値

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
Ａ Ｂ

全体事業費
（百万円）

事業者

番号

番号

事業内容

一体的に実施することにより期待される効果

事業内容
市町村名

事業者
市町村名

港湾・地区名

事業者

全体事業費
（百万円）

（延長・面積等）

要素となる事業名

（事業箇所）

要素となる事業名



計画の名称 1 大町中央地区都市再生性に計画事業

計画の期間 平成23年度　～　平成27度　（5年間） 交付対象

■提案事業

雇用促進住宅整備事業

■基幹事業

若宮駅前線整備事業

■基幹事業

大原団エレベーター設置事業

■基幹事業

大町運動公園多目的グランド整備事業

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例
ＪＲ信濃大町駅

ＪＲ大糸線

国道１４７号 国道１４８号



都市再生整備計画（第
だ い

２回
か い

変更
へ ん こ う

）

大町
お お ま ち

中央
ち ゅ う お う

地区
ち く

長野
な が の

県　大町
お お ま ち

市

平成２７年１月



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 872 ha

平成 23 年度　～ 平成 27 年度 平成 23 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ 平成19年度 平成27年度

人/年 平成21年度 平成27年度

％ 平成21年度 平成27年度90.3公的住宅の入居率 市営住宅の整備並びに雇用促進住宅購入による入居率の調エレベータ設置並びに雇用促進住宅を市が購入することにより、現状の入居率を維持する。 90.3

目標値

100

大町運動公園施設利用者数 大町運動公園核施設の利用者数 施設整備による利用者数の増加傾向を図る。 162,000 175,000

市街地循環道路のミッシングリングの解消 市街地に位置する公共施設を結ぶ道路網の整備率 道路網整備を行うことにより、交通ネットワークの形成が図られる。 87.5

都道府県名 長野県 大町市 大町中央地区

計画期間 交付期間 27

大目標　快適な生活基盤整備を図り、安心・安全なまつづくりの創造
　小目標①　暮らしを支える生活道路の整備を行うことにより、歩行者の安全確保並びに交通ネットワークが形成されその効果を発揮する。
　小目標②　スポーツ施設整備により、元気あふれる市民スポーツの振興を図る。
　小目標③　公的住宅の施設整備による、安心して暮らせる居住環境の形成。

　大町市は、長野県の北西部に位置する内陸都市で、市西部には「山岳文化都市」の象徴である3,000ｍ級の山々が連なる北アルプスが広がり、東部は比較的平坦な山並みとなっています。当地域は、豊富で清らかな水を利用しての
水力発電によるアルミニウム工場や紡績産業により発展してきましたが、その後、造成業に替わり立山黒部アルペンルートの玄関口として、観光資源を活用した観光産業の振興により地域振興が図られました。また、平成2年4月に事
業採択された、国営アルプスあづみの公園の大町・松川地区が平成21年7月に一部開園し、更なる観光資源としての活用を推進しています。
　本区域は、本市の居住地域、商工業地域の中心部であり、ＪＲ信濃大町駅をほぼ中心とし区域内には市役所、総合福祉センター、総合情報センター、中央保健センター、市立図書館、市立大町総合病院、都市公園など教育・文化・
福利等の主要施設が集まる区域を設定しました。区域内において現在まで、市街地環境整備事業（信濃大町駅前公衆トイレ建設工事等）、街なみ環境整備事業（道路美装化、周景助成等）、地方特定道路整備事業（東町線）、空き店
舗対策事業（家賃補助）など事業を実施し市街地整備を行ってまいりました。また、平成21年3月に策定した中心市街地活性化基本計画では、すべての人にやさしく、安心・安全で利便性が高い快適な基盤整備を進め、「訪れたくなる
まち」「買物したくなるまち」「住みたくなるまち」を目標として総合的なまつづくりを推進しています。

・「暮らしを支える生活道路の整備」・・・歩行者等の安全確保及び交通ネットワークの形成のため整備が必要である。
・「元気あふれる市民スポーツの振興」・・・スポーツ施設の整備による市民の交流の場づくりや健康推進事業による健康、体力づくりの推進を図る。
・「安心して暮らせる居住環境の形成」・・・I・Ｕターン者の受け入れや若者の転出を抑制するため、公的住宅整備による住環境を改善することにより、入居率並びに定住人口の維持を図る。

　大町市第4次総合計画の重要施策に位置づけている「快適な生活基盤のあるまち」、「安心・安全なまち」、「人を育むまち」及び大町市都市計画マスタープランに掲げたまちづくりの理念を目標とし、本市の将来像である『美しく豊かな
自然　文化薫　きらり輝くおおまち』を目指し実現に向けてまちづくりを推進する。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

方針に合致する主要な事業

・暮らしを支える生活道路の整備を行うことにより、歩行者の安全確保並びにネットワークの形成されその効果を発揮する。 【基幹事業】
道路：若宮駅前線

・スポーツ整備により、元気あふれる市民スポーツの振興を図る。 【基幹事業】
公園：大町運動公園　多目的グランド整備

・公営住宅の施設整備による、安心して暮らせる居住環境の整備。 【基幹事業】
公営住宅等整備：大原団地　エレベータ設置2基
　
【提案事業】
地域創造支援事業：雇用促進住宅購入　2棟　80戸

　大町市第4次総合計画後期基本計画

　「快適な生活基盤のあるまち」に位置付られている、「暮らしを支える生活道路」の施策目標の達成に向け、生活道路通行者の安全走行空間の確保と利便性の向上を目的に、安全で利便性の高い道路網の整備。
　　　　・基幹事業・・・・・　道路事業・・・・　○若宮駅前線整備事業

　「人をはぐくむまち」に位置付られている、「元気あふれる市民スポーツの振興」の施策目標の達成に向け、スポーツ施設整備による市民の交流の場づくりや健康推進事業による健康、体力づくりの推進を図る。
　　　　・基幹事業・・・・　公園事業・・・・　○大町運動公園多目的グランド整備事業

　「安心して暮らせる居住環境の形成」I・Ｕターン者の受け入れや若者の転出を抑制するため、公的住宅整備による住環境を改善することにより、入居率並びに定住人口の現状維持を図る。
　　　　・基幹事業・・・・　公営住宅等整備事業・・・・　○大原団地エレベータ設置事業
　　　　・提案事業・・・・　地域創造支援事業・・・・　○雇用促進住宅購入事業



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

道路 大町市 直 690ｍ 23 27 23 27 406.0 380.7 380.7 380.7

公園 大町市 直 18.9a 24 24 24 24 17.5 17.5 17.5 17.5

古都及び緑地保全事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

既存建造物活用事業（中心拠点誘導施設）

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備 大町市 直 2基 24 24 24 24 31.8 31.8 31.8 31.8

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 455 430 430 0 430 …A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

大町市 直 2棟（80戸） 23 23 23 23 81.7 81.7 81.7 81.7

合計 81.7 81.7 81.7 0.0 81.7 …B

合計(A+B) 511.7
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

合計 0

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費規模事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

雇用促進住宅購入 社　山下

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

住宅市街地
総合整備
事業

市営大原団地

大町運動公園

交付期間内事業期間
細項目

若宮駅前線

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

0.4交付対象事業費 511.7 交付限度額 204.7 国費率



都市再生整備計画の区域

大町中央地区（長野県大町市） 面積 872 ha 区域 大町西若宮町、大町大原町、常盤泉、社山下

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

【図面作成上の留意点】

・下図は都市計画総括図を使用すること。未都

計の場合は、適宜下図を作成すること。

・Ａ４横長であれば、縮尺は自由。ただし、必ず

スケールバー・方位を記入すること。

・都市再生整備計画の区域を赤太線縁取りとし、

地区名、区域面積を記入すること。

・地区の相対的な位置関係が明確になるように、

国道、高速道路、IC、鉄道、鉄道駅、ランドマー

クとなるような施設（市役所、文化会館等）につ

いては、必ず図示すること。

【記入要領】

・「区域」欄は、計画区域の主な所在地を記入すること。

例）○○町○丁目、○丁目、○○町○丁目の全部と○○町○丁目、○○町○丁目の一部

ＪＲ信濃大町

駅

大町市文化会館

大町市役所
大町市図書館

ＪＲ大糸線

国道147号

大町中央地区（872ｈa)

大町市運動公園
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